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る。一方 、同様 に海岸線 に位置す るB－23では海水の影撃 がほ とん ど無い と推察 され た。水質健

あた り300 ～50伽3軽度使用 されてい る と思 われる。

が2002年 10月の770mmを観測 した。

灰岩の下部か ら浸出す るものがみ られ、浸 出水玉 は約970～1，700L／分 であった。 この水 は陸側
認 され 、事業 実施 区域の北側の海岸部で は約 1～10L／分及び轟川 河 口よ り南側では1～1．2L／分の
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・雨水 を地下浸透 さ
せ る浸透層 （ドレ

ー ン層） を盛土構
造 内に設置す るこ
とによ り、空港表
面の雨水 を現況 と
同 じ地盤 中に地 下
浸透 させ る。

○地 下水 位変動
現 況地盤 では 、10年確率 降雨後に＋190cmの水位 上昇が

発 生する。一方 、空港 盛土を構築 した場合には、 ドレー ン
層構 造で＋143cmの水位上昇 と算 出された。

ドレー ン層構造 に より、 ドレー ン層下面部のみ雨水浸透
能力 が増加 し、 降雨時の永位上昇丑が若干上がる結果 とな

った。

○周辺 地下水環境 への影 響予測
ドレー ン層 を設 置する空港盛土直下の箇所は、建設前 に

比べ 地下水位がや や低下するが、海岸近傍 の箇所 では ほと
ん ど現況水位 と同一 レベルの分布状況を推 持する もの と予
測 される。

よ り海岸線 に近 い地点では、現況状態の計算値 と空港建
設後 の水位 予測値 の差 は最大 で も0．15m以 内に収 まる。特
に降水 量が減少 し全体 に水位が低下する期間には、その差
はほぼ0．1m以 内に収ま るため、塩淡境界の変化な ど空港建
設による直接的 な変化 はほ とん どない と予測 され る。

◎環境影響 の回避 ・低減の検討
事業 の計画検討 に当た り講 じた環境保全配慮 を予測 の前提 として検討 した結果、海岸沿

いの地 下水 レベルが ほとん ど変化せず、埠淡境界 のバ ランスもほ とん ど変化 しない こ とで
空港建 設による直接的 な変化はない もの と予測 された ことか ら、環境影響 は、事業者 によ
り実行 可能 な範 囲内でで きる限 り回避 され 、又は低減 され てお り、環境 の保全 につい ての
配 慮が適 正になされ ていると評価 した。

◎国又は地方公共 団体 による環境保全 の基 準又は 目標 との整合性 に係 る評価
環境 基本 法 （平成 5 年法律第91号）第 16粂の規定に基づ く水質 汚濁に係る環境上 の条件

の うち、地下水 の水質汚濁 に係 る環境基 準については、健康 項 目の26項 目について基 準が
設定 されてお り、これ らを環境保全 の基 準又は 目棲 とした。
本事 業実施 において、現況 とほぼ同様 に地下水 の洒養 を維持す るこ とを 目的 と して雨水

を地下浸透 させ るこ とによ り、地下水位 の変化 が小 さい こ と、新 たな環 境負荷 を地下 水に
与えないこ と及 び塩淡境界 は変化 しない ことか ら、地下水 の水質 に変化 は生 じない もの と
判断 され、地下水 の環境基準 を満足す る ことに より、環境保 全の基準又は 目標 との整 合は
図 られている もの と評価 した。

事業 の計画検討に 当た り
講 じた環境保全配慮 を予測

の前 提 と して検 討 した結
果 、環 境影響の程度 は極 め
て小 さい と判断 され ること
か ら、環境保全措置 は講ず
る必 要がない もの と判 断 し
た。

環境保 全措置 を講 じな
い こ とか ら事後調査 の必
要 はない と判 断 した。

以 下の環境監視 を実施
す る。

○調 査項 目

・地 下水 の水位
○調 査地点 ・範 囲

・事 業実施 区域 か ら海域
にか けて のボー リング
調 査地点 5 地 点

○調 査時期等

・施 設の供用 後 3 ～ 5 年
塩 度

・調査時期 は年 4 回。
○調査方法

・水位計等 を用い た調査


